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2 0 1 9 年 4 月 8 日

2019年8月27日（火）
8月28日（水）

拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。

　本会の事業活動には、平素より格別のご支援・ご協力を賜り厚く御礼申しあげます。

　固定資産税は、自治体の財政運営を行っていく中で、市町村民税とともに大変重要であり、実務担当者には固

定資産税の深い理解と適正な運用が求められます。

　本講座では、固定資産税の実務上における諸問題について事例演習を中心に解説いたします。また、昨今の関

心が高い相続（納税義務の承継）や死亡者課税についても解説いたします。

　時節柄、公務ご多忙の折とは存じますが、この機会に関係各位多数のご参加をおすすめ申しあげます。
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固定資産税の課税をめぐる諸問題と実務対応
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※宿泊料は変更になる場合がございます。
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2019 . 8／27～28「固定資産税の課税をめぐる諸問題と実務対応」講座参加申込書（12724）
（原）

Ⅰ　講義
　１. 固定資産税の全体像
　　⑴ 固定資産税の体系
　　⑵ 台帳課税主義
　　⑶ 課税台帳の種類と登録されるべき者

Ⅱ　事例演習
　１. 禁反言の法理と固定資産税
　　⑴ 地方税に禁反言の法理は適用されるか
　　⑵ 判例はどのように考えているか

　２. 納税通知書の送達
　　⑴ 郵便による送達と推定規定
　　⑵ 交付送達
　　⑶ 差置送達
　　⑷ 公示送達

　３. 台帳課税主義
　　⑴ 登記名義人
　　⑵ 登記申請と登録の遺漏
　　⑶ 死亡者課税
　　⑷ 未登記家屋と台帳課税主義

　４. 納税義務の承継
　　⑴ 相続と納税管理人
　　⑵ 納税義務の承継
　　⑶ 相続人からの徴収と相続人代表届の関係
　　⑷ 相続財産法人からの徴収

　５. 共有と連帯納税義務
　　⑴ ｢A外○○名｣と記載した納税通知書の効力
　　⑵ 連帯納税義務者の死亡
　　⑶ 連帯納税義務者に対する課税の係る期間制限
　　　と消滅時効

　６. 破産と納税の通知
　　⑴ 法人の倒産
　　⑵ 破産と所有権放棄

　７. 賦課処分に対する不服申立
　　⑴ 審査請求の対象
　　⑵ 審査請求の手続

　８. 価格に対する不服申立
　　⑴ 審査の申出の対象
　　⑵ 審査の申出の手続
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